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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、インドネシアの小学校における多文化共生意識の形成をめざした道徳教
育カリキュラムの開発である。インドネシアの小学校の2013年版カリキュラムと道徳教育の実態調査、多文化共生意識
の理論的検討等を踏まえ、現代教育哲学における「物語論」の観点から個人と文化の相互理解を主眼とする授業実践を
提案し、南タンゲラン市の研究協力校2校で実践した。授業実践には一定の効果が認められた。併せて、「物語論」的
な子ども理解と授業理解のための授業研究の重要性を指摘した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop the moral education curriculum in 
elementary schools in Indonesia aimed at the formation of multicultural consciousness. Under this 
purpose, surveys on the curriculum (2013 edition) and moral lessons in elementary schools in Indonesia, 
and on multicultural theories were carried out. Based on these surveys, moral lessons were developed from 
the point of view of the narrative approach in the contemporary educational philosophy, which aims to 
mutual understanding of individuals and of multicultural. The lessons were practiced in two elementary 
schools in South Tangerang, and certain effect of the lessons for the multicultural awareness and 
conducts of the students was observed. The importance of lesson study to understand children and lessons 
from the narrative point of view was also pointed out.

研究分野： 教育哲学
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  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 国家や社会としての統一性と、個々の人
間・民族・文化等の多様性を、教育において
いかに調和するか－これは現代教育哲学に
おける焦眉の理論的、実践的研究課題である。
本研究で対象とするインドネシアでも、イン
ドネシア国民としての一体性と各民族の伝
統や文化の尊重との調和が大きな課題とな
っている。インドネシアでは社会格差がきわ
めて大きく、学校教育はしばしば社会格差の
固定化を促し、民族間の相互理解を妨げるも
のとして作用する。言い換えると、上記のよ
うな統一性と多様性の調和の意識を育む道
徳教育に対する期待と要求は大きい。 
 このような背景のもと、本研究では、現代
教育哲学における公共性理論や物語論の知
見をもとに、インドネシアの小学校における
多文化共生意識を育む道徳教育のカリキュ
ラムを、実践的に開発することを目的とする。 
 
２．研究の目的 
 
 上記１のような背景のもと、本研究では、
インドネシアの小学校における多文化共生
意識の形成をめざした道徳教育カリキュラ
ムを開発することを目的とする。主な作業は、
次の３点である。 
(1) インドネシアの小学校における道徳教
育の実態調査 
(2) 道徳教育において形成されるべき多文
化共生意識の検討 
(3) 多文化共生意識の形成をめざした道徳
教育カリキュラムの開発と検討 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は以下のような方法で進める。 
(1) については、インドネシアの教育制度お
よびカリキュラムに関する文献を調査、検討
するとともに、現地の教育局や研究協力校
（小学校）を訪問し、聞き取り調査を行う。 
(2) については、現代教育哲学における公共
性理論および物語論の先行研究を調査、検討
することを通して、個々人のアイデンティテ
ィ形成と多文化共生との関係を解明する。 
(3) については、現地の小学校教員や海外共
同研究者と協力して、道徳教育カリキュラム
を開発し、研究協力校（小学校）において授
業実践を行い、その結果を検証する。 
 なお、本研究の全般にわたって、現地の教
育局、海外共同研究者、研究協力校（小学校）
と協力しながら研究を進める。 
 
４．研究成果 
 
(1) インドネシアの小学校における道徳教
育の実態調査 
 
 インドネシアの小学校における道徳教育

に関して、文献調査および実態調査から、次
のことが明らかになった。 
 
①パンチャシラと道徳教育（PMP） 
 インドネシアの小学校（教育省の管轄校）
では、独立以降、パンチャシラ（Pancasila）
と呼ばれる建国5原則が国家統合の象徴とし
て掲げられ、学校教育においても公民科や社
会科（地理、歴史）を通して一貫して指導さ
れている。その5原則とは次のとおりである。
(a)唯一神への信仰、(b)人道主義、(c)イン
ドネシアの統一（ないしは民族主義）、(d)民
主主義、(e)社会正義。1958 年カリキュラム
から公民科が設けられ、道徳教育はそのなか
で「道徳パンチャシラ教育（Pendidikan Moral 
Pancasila; PMP）」として実施されてきた。
PMP は国民統合のための「上から」のイデオ
ロギー教育という性格が強く、個々人の道徳
性の育成や多様な文化の尊重という観点は
欠如していたと言われる。 
 
②市民性の教育（PKN）と能力開発指向型カ
リキュラム（KBK） 
1975 年カリキュラムから教科教育の充実

が図られたが、反面、いわゆる「詰め込み教
育」という批判を受けることになった。1984
年カリキュラムでは授業時数や学習内容が
削減され、ゆとりを持たせた内容となったも
のの、現場からは、なお知識偏重であり学校
の実情に対応できていないという批判が出
された。そのため1994年カリキュラムでは、
各学校の裁量が増やされるとともに、教科教
育の質的な強化が目指された。1994 年カリキ
ュラムでは、それまでの PMP に替えて「パン
チャシラおよび市民性の教育（Pendidikan 
Pancasila dan Kewarganegaraan; PPKn）」が
導入された。PMP に比べ PPKn はイデオロギー
教育的な性格は弱まったものの、実際には政
治システムに関する内容がほとんどであり、
個々人の道徳性の育成といった性格は備え
ていなかった。2004 年カリキュラムは、従来
の知識伝達型カリキュラム（Contents-based 
Curriculum）から能力開発指向型カリキュラ
ム（Competence-based Curriculum = Kuriku- 
lum Berbasis Kompetensi; KBK）へと抜本的
な転換が図られた。KBK では、教員の裁量の
増加、各教科の境界線を緩和したテーマ学習、
課外授業や体験活動などが取り入れられ、主
体的に学ぶ能力の育成が目指された。その後、
KBK の理念と現実との乖離があまりにも大き
いことが判明したため、学校の実情に合わせ
てカリキュラムをとりまとめる 2006 年カリ
キュラム（教育ユニット・カリキュラム 
Kurikulum Tingkat Satuan Pendidikan; 
KTSP）へと改訂された。2006 年カリキュラム
では、PPKn は「市民性の教育（Pendidikan Ke- 
wargaan Negara; PKN）に変更された。PKN で
はパンチャシラ教育が削減され、政治教育や
市民性教育の内容が多くを占めている。 
 



③人格教育と 2013 年カリキュラム 
2010 年、道徳教育に関わる教育理念として

「人格教育（Pendidikan Karakter）」という
理念が打ち出され、道徳性形成に関わる内容
項目が学校段階ごとに規定された（小学校段
階では 17 項目：宗教、誠実、寛容、規律、
勤労、創造性、自立性、民主性、好奇心、国
民精神、愛国心、偉業への敬意、交際、平和、
読書、社会への関心、環境への関心）。2013
年カリキュラムは、2006 年カリキュラムをよ
り KBK の理念に近づけることを目指し、小学
校のすべての学年で教科の枠組みを取り払
ったテーマ学習（いわゆる総合学習）が導入
されることになった。 
しかしながら、教科書の作成が間に合わず、

2013年には第1学年と第4学年に導入される
にとどまった。また、テーマ学習と名づけら
れてはいるものの、実際には従来の各教科の
単元がバラバラに収録されているだけで、教
科横断的な構成にはなっていない。人格教育
として規定された 17 の内容項目との対応関
係も明示されていない。新しい教科書では、
子どもたちの生活の場面に即しながら学習
する工夫が施されており、子どもたちが自分
で調べる学習や、保護者と協力しながら取り
組む学習も数多く盛り込まれている。けれど
も、学級の子どもたち自身の経験や関心をも
とに展開される学習活動は想定されておら
ず、ひとつひとつの学習活動の目的や結論が
あらかじめ決められており、その基準に照ら
して教師が評価を下すものとなっている。イ
ンドネシアの小学校では、道徳教育を含め、
まだまだ教師が一方的に解説するスタイル
の授業が大部分を占めている。教員に対する
研修も不十分で、2013 年カリキュラムに関し
ても、基本的な理念や指導方法を理解してい
ない教員がほとんどであり、2013 年カリキュ
ラムを廃止して元に戻してほしいという声
が多く聞かれるのが現状である。 
 
(2) 道徳教育において形成されるべき多文
化共生意識の検討 
 
①多文化共生に関わる公共性概念 
現代教育哲学における公共性概念をめぐ

る議論をもとに、道徳教育において形成され
るべき多文化共生の概念を探究した。公共性
の概念には、一律性や共通性という側面と、
多様性や公開性という側面の両方がある。そ
のためこの概念は、国家や社会の統一性と、
個々の人間・民族・文化等の多様性との関わ
りを考える上で手がかりとなる概念である。
公共性の概念は、一律性や共通性に重点を置
くか、それとも多様性に重点を置くか（一律
性－多様性）、「上から」他律的に強制される
ものか、それとも「下から」自律的に構成さ
れるものか（他律性－自律性）、という 2 つ
の基準をもとに、国家的公共性（他律的・一
律的）、共和主義的公共性（自律的・一律的）、

市民連帯的公共性（自律的・多様的）という
3種類に類型化できる（なお、「他律的・多様
的」という類型は存在しない）。この類型に
もとづくならば、インドネシアにおける、国
家や社会の統一性と、個々の人間・民族・文
化等の多様性との調和を追求する上で必要
となる多文化共生の概念は、自律的であると
同時に多様性を許容する市民連帯的公共性
に支えられたものであることが望ましいと
考えられる。言い換えれば、国家による一元
的な文化の強制でも多文化の棲み分けと無
関心でもなく、多様な文化の自律性と相互理
解・相互協力が重要であることが結論として
導かれた。 
 
②文化的アイデンティティと相互理解 
また、多文化が共生する上で重要な概念と

して、異質なものに対する理解が挙げられる。
文化間の相違ないしは文化的アイデンティ
ティの形成について、教育哲学における物語
論の知見をもとに検討した。物語論に従えば、
私たちの認識は、出来事や物事を取捨選択し
筋立てて語ること、そしてそれが周囲から受
け入れられることによって成立する。自分
（あるいは他人）は何者かというアイデンテ
ィティもまた、そうした取捨選択と筋立ての
物語が文化共同体において受容されるとい
う枠組みのなかで形成される。言い換えると、
選択されなかった出来事や物事に注目し、拾
い上げ、筋立てて物語り、それが受容される
ことで、それまでとは別のアイデンティティ
が成り立つこともある。多文化共生を目指す
上で、ステレオタイプの見方から離れ、出来
事や物事を筋立てで物語る場合に作用して
いる取捨選択の作用に注目することが、相互
理解への糸口になることを指摘した。 
 
(3) 多文化共生意識の形成をめざした道徳
教育カリキュラムの開発と検討 
 
①教科書の検討 
 上記の(1)と(2)の作業で得られた知見を
もとに、2013 年カリキュラムの教科書のなか
に多文化共生に関する内容がどのように含
まれているのかを分析した。多文化共生の意
識を形成していく上では、例えば第 1学年で
扱われる「級友との相互理解・相互協力」と
いった内容も関わってくるが、ここでは多文
化共生がより直接的に扱われている第4学年
の教科書を対象とした。第 4学年の教科書は
全部で 4分冊あり、各分冊は 3つのサブテー
マから構成されている。このうち多文化共生
に関する内容は、第 1分冊「一体感って素晴
らしい」（サブテーマ 1：私たちの民族・文化
の多様性、サブテーマ 2：多様性のなかの一
体感、サブテーマ 3：多様性への感謝）で直



接に扱われており、各地域の伝統文化を学ぶ
内容となっている（算数や音楽に関する内容
も含まれている）。なお、第 2分冊は理科（エ
ネルギー）や算数（数の計算）、第 3 分冊は
理科（動植物）や社会科（地域の学習）、第 4
分冊は社会科（さまざまな仕事）や算数（図
形の面積）などの内容が中心であった。 
 教科書の第1分冊の多文化共生に関する内
容を「人格教育」の理念のもとに示されてい
る道徳的価値の 17 の内容項目と照らし合わ
せると、多文化共生に直接に関わるものとし
て、宗教、寛容、規律、民主性、国民精神、
愛国心、偉業への敬意、交際、平和、社会へ
の関心、の10項目を指摘することができた。
また、これ以外の 7項目も、間接的、日常的
な形で多文化共生の意識の形成に関わらせ
ることが可能であることを確認できた。 
 
②カリキュラムと授業実践 
 多文化共生の意識は、それに関連する授業
における直接的な知識の教授を通しても形
成されるが、同時に日々のさまざまな授業や
学級生活における間接的なヒドゥン・カリキ
ュラムを通しても形成される。このことを踏
まえ、研究協力校 2校（南タンゲラン市のセ
ルポン第一小学校、およびカディガマン小学
校）の第 4学年（各 1クラス）において、2013
年 1月から順次、学級担任と意見交換および
研修を重ね、2014 年 7 月の新学期から、(a)
できるかぎり生徒の生活経験や素直な思い
を発言させ、その発言をもとに進める授業、
(b)（教師、生徒ともに）生徒の発言の背景
にある経験や思い、発言の理由に目を向ける
授業、という 2点を方針として掲げ、普段の
授業を実践した。また、9月初めから 10 月末
にかけて、教科書第 1分冊の多文化共生に関
する内容を順次取り上げて学習した。取り上
げる際には、単に多文化に関する知識を記憶
するだけでなく、物語論の知見にもとづき、
その歴史や背景をも理解することを目指し
た。 
 
③効果の検証 
 授業実践の前後に、2 校の生徒を対象に多
文化共生の意識と態度についてのアンケー
ト調査を実施した。また、比較のため、従来
の「知識伝達型」授業を実施している小学校
（南タンゲラン市のプスビプティク小学校）
の第 4学年 1クラスでも、同時期に同じ調査
を実施した。調査日は、授業実践前の第 1回
調査が 9 月 1 日（月）、授業実践後の第 2 回
調査が 10月 27 日（月）である。対象生徒数
は、セルポン第一小学校：第 1回調査 32 名、
第 2回調査 34 名。カディマガン小学校：第 1
回調査 37 名、第 2回調査 36 名。プスビプテ
ィク小学校：35 名、第 2回調査 35 名。なお、

いずれのクラスも 8～9 割の生徒がイスラム
教、同じく 8～9 割の生徒がジャワ族で、そ
れ以外の宗教や民族の生徒は 1～2 割程度で
あった。学級担任によると、いずれのクラス
にも宗教や民族を理由にした差別はみられ
ないとのことである。 
調査結果のうち、「他文化の子どもたちと

も仲良くしたい」という意識を問う項目に対
して「はい」と回答した生徒は、セルポン第
一小学校では実践前 25人から実践後 34人に、
カディマガン小学校では 28 人から 34 人に、
それぞれ増加した（図 1、図 2）。なお、プス
ビプティク小学校でも 27人から 30人に増加
した（図 3）。これは、実践方法というよりも
学習内容そのものによる意識の変化だと考
えられる。また、「他文化の子どもたちの言
動の理由を考えながら接している」という態
度を問う項目に対して「はい」と回答した生
徒は、セルポン第一小学校では実践前 18 人
から実施後 32 人に、カディマガン小学校で
は同じく 21 人から 35 人に、それぞれ増加し
た（図 4、図 5）。他方、プスビプティク小学
校では 20 人から 21 人への変化にとどまり
（図 6）、研究協力校での普段の授業における
物語論的な相互理解の効果が示されたと考
えられる（なお、その後、プスビプティク小
学校の教員にも物語論的な授業方法に関す
る研修を実施した）。授業実践後の 10 月末に
は、研究協力校の担当教員 2名に対しても聞
き取り調査を実施した。それによると、「生
徒たちの間では「知識伝達型」の授業よりも
発言をもとに考えを深め合う授業のほうが、
圧倒的に評判がよい」「生徒に発言させ考え
させる授業に生徒も教員も慣れていないの
で、授業をどのように進めればよいか、困る
ことがある」「よく発言する生徒とそうでな
い生徒がいるので、どのように対処すればよ
いか悩んでいる」「どの程度まで生徒の意見
を聞けばいいのかわからない」といった意見
が共通していた。 
今後の課題として、生徒相互および多文化

間の相互理解と協力を促す授業実践を行う
ための教員の力量形成、およびそのための教
員相互の授業研究ないしは研修をどのよう
に組織し深めていくか、が挙げられた。 
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